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NPOはコミュニテイ構築の
牽引車になりうるか？
(747) 229 
―英国オックスファムの事例にみる公益型 NPO の課題と展望一—
奈良由美子
1. 研究目的
本研究は， リスクヘの対応に必要な冗長度を許容しあう成熟した社会・
経済的条件を整備する手がかりとして，互助の前提となるコミュニティに
おける人間関係再形成の牽引車として NPOを組み込んだ，相互扶助シス
テム構築の可能性を模索するものである。
具体的に本報においては，まずNPOとコミュニティとの関係をおさえ，
議論を整理する準拠点を明らかにする。すなわち， NPOのコミュニティに
おける機能的側面と構造的側面の両方を明らかにすることの必要性を踏ま
え， NPOのステーク・ホルダーからこれを共益型 NPOと公益型 NPOの
2種類に類型化する。さらに今回はとくに公益型 NPOについて，英国の代
表的な NPOのひとつであるオックスファム (Oxfam)のケーススタディ
を行うことで，ステーク・ホルダーの活動とコミュニティとの関わりの課
題と展望を考察する。
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2. 相互扶助システムとコミュニティ
社会・経済的諸事情の変動により， リスクが多種多様化ならぴに増大化
してきている。これらに対処するためには，個人の自助努力およぴ行政に
よる公助だけでは限界があり，それらに共助ならびに互助を盛り込み補完
しあう相互扶助システムの構築が必須であろう。相互扶助システムとは，
リスクマネジメントの資源を提供する，自助・公助・互助・共助の体系の
ことである。このうち，互助と共助の提供する資源は，社会関係を媒体と
して複数の主体の相互作用から生み出され交換あるいは互恵的に提供もし
くは再分配的に提供されるサービスないし財である。
そもそもリスクを管理することはシステム内の冗長度を増加させること
である。それは， リスクの多様性に対応するだけの代替資源を準備し，代
替構造を用意することで実現される (Nara,2000)。地域共同が主体となっ
た互助ならぴにボランティア活動に代表されるネットワーク共同が主体と
なった共助を相互扶助システムの主体として組み込むことは，資源増加の
みならず構造の柔軟化にも貢献することとなる。
しかし，とりわけ互助を組み込むことは容易なことではなさそうである。
なぜならば，地域における共同の実働は，それを包括するコミュニティに
人間同士のつながりに実体があるとき初めて機能するにもかかわらず，高
度経済成長後の都市化により，地域におけるひとのつながりの希薄化が顕
著になっているからだ。
なおここでいうコミュニティとは，地域性（地域的空間の限定性）と，
社会心理的なつながりを含めた共同性（それを構成する諸個人の間で社会
的相互作用がかわされていること）を充足要件とした社会システムのこと
である。そこでは生活充足と問題処理の諸活動が行われることになる。こ
のうち，ここで論じているのは問題処理の側面である。それは例えば阪神
大震災のような緊急時の場合と，安全維持や福祉など定常時における問題
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の場合との両方を射程に入れている。
「いざとなったら助け合える。阪神大震災の直後，被災地には隣近所で
の助け合いの輪が広がったではないか」との意見もあるかもしれない。し
かしあれも実際には， 日常からそうした傾向を持っている場合が非常に多
いことが指摘されている（野田， 1997;倉田， 1999)。さらりとした人つき
あいを好む現代人にとって，平常から地域におけるつきあいを良好に保っ
ておくことは，まさに冗長であるかもしれない。
しかしつながりがないからコミュニティにおいて問題解決の共同ができ
ない。問題解決の共同がないからつながりもできていかない。悪循環なの
である。
このようなややもすれば悪循環になりがちな現代生活の人間関係を，良
い循環に切り替えるためには外発的な力が必要だろう。その役割を行政に
求めるのには限界があるし，集権的強制力の復活につながる危険性も否定
できない。そこで，この役目をになう主体として，民間の非営利組織であ
るNPOに期待が寄せられる。地域の誰かがまずNPOでさまざまな活動
に参加することによって，友だちができ近隣とのつながりも強まり，ひい
てはコミュニティ全体の対応力が強まり，それがまた問題があった場合の
助け合い活動につながっていくというシナリオである。ただしその場合，
当該地域に基盤を持つ NPOでなければならない。
3. NPOの機能的類型化とコミュニティヘの
機能的位置づけ
これまでNPOとコミュニティはどのように関係づけられ論じられてき
たのであろうか。まず， NPOはどのように整理されているかであるが，
NPOを分類する代表的なやり方として，非営利組織国際分類(theInterna-
tional Classification of Nonprofit Organizations) (サラモン， 1996)が
ある。それによると， NPOは「文化・レクリエーション」，「教育・調査研
究」，「保健・医療」，「社会サービス（社会サービス，緊急性と難民，所得
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の支援と維持）」，「環境」，「地域開発・住宅」，「法律，アドボカシー と政治」，
「民間による公益活動支援仲介組織およぴポランタリズムの推進」，「国際
活動（国際活動）」，「業界・職業団体，組合」，「その他」と，その機能によ
って11のカテゴリーに分類される。このように， NPOはそもそもの存在意
義から，社会システムにおいて，その果たす役割がとらえられ位置づけら
れることが一般的である。
同様に，コミュニティにおいても， NPOが果たす機能的側面からコミュ
ニティとの関係が取り扱われることが多い。その背景には，コミュニティ
における生活充足およぴ問題処理機能の低下がある。すなわち，社会・経
済状況の変化に伴う都市化や開発により，中心市街地の空洞化，地域文化
の衰退，高齢化，福祉，環境などのさまざまな課題を地域は抱えることに
なった。こういった活動を代替し担うことを目的として，福祉NPO,環境
NPO, 防災NPO等各種の機能的NPOが生まれ位置づけられている。とく
に，住民が主体となって地域社会の生活環境などの改善を測るまちづくり
を推進する組織が，まちづくり NPOと呼ばれ期待されている。その目的は
組織によって異なり，地域の環境づくり，住まいづくり，地域の活性化，
地域文化の育成，地域の福祉，住民を支援する専門家育成などがある。こ
れらはいずれも，コミュニティ形成の手段として，その機能が直接期待さ
れているのである。
コミュニティの問題処理能力の向上を目指すとき，こういった NPOの
機能的側面を従属変数にした議論はもちろん重要である。と同時に， NPO
の構造的側面から NPOとコミュニティとの関係をとらえる視点を持つこ
ともまた重要であろう。なぜならば，コミュニティの充足要件である共同
性に含まれるところの，ひととひととの社会心理的なつながりの形成過程
およぴ様相を明らかにしていくことは，コミュニティの問題処理能力の向
上に資すると考えられるからだ。
すなわち，ひとりの人間は，同時に複数の社会システムのサプシステム
として行為する。そしてある個人が当該コミュニティのサプシステムであ
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ると同時にある NPOのサプシステムであるとき，この個人がコミュニテ
ィと NPOの人間関係の連結点となる，すなわちネットワーカーとなるこ
とから，そこからどういったネットワークが形成され，どのように地域に
持ち込まれているのか，さらにはどういった地域共同が形成されているの
かを従属変数にしたモデルに基づく作業が求められるのである。
4. NPOの社会的関連性からみた類型化：
公益型 NPOと共益型 NPO
NPOの構造的側面をとらえるためには，その最小の構成要索である個
人に焦点を据える必要がある。さらに， NPOの機能的側面へのアプローチ
を目的とした議論が， NPOの機能的類型化に基づきながらコミュニティ
への位置づけのパタンを整理しているのに対応させるならば，本研究では，
NPOの構造的類型化すなわち社会的関連性からみた類型化を踏まえて
NPOのコミュニティヘの位置づけのパタンを整理していくことになる。
その際，議論を整理する準拠点として， NPOのステーク・ホルダーを用い
る。ステーク・ホルダーは， NPOのマネジメントおよびその具体的活動・
プロジェクトを成功させる重要な要因のひとつとして論じられることが多
い（オズボーン， 1999)。ここでは，ステーク・ホルダーの，コミュニティ
における行為のネットワーク形成への関与という側面からこれを用いるも
のである。
NPOのステーク・ホルダー (stakeholder) とは， NPO組織の協カ・
関係者のことを指す。 NPOのステーク・ホルダーは，複雑かつ多様であり，
何らかのニーズをもった者は受益者となり（クライアント，顧客，消費者，
患者，会員，組合員）， NPOの活動に意義を認めたものが，その活動を遂
行するスタッフ（有給およぴ無給）や，その存続に長期的に関心を寄せる
支援者（設立者，出資者）を含む資金や人材などの資源提供者となる。
そのステーク・ホルダーを含む社会的関連性から NPOを整理する研究
はいくつかなされているが (Bruce,1996), そのなかでも受益者と資源提
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供者の同一性を基準に公益型 NPOと共益型 NPOとに類型化する以下の
整理が参考になる。
非営利組織の属性比較として，公益型 NPOの場合，その主たる行動原理
は補完性，先駆性，多元性，利他性，自発性であり，主たるステーク・ホ
ルダーは寄付者，ボランティア，サービスの受益者である。また，エージ
ェンシーヘの統制は非分配制約と民主的運営に基づいており，受益者の負
担能力は必ずしも必要ではなく，受益と負担の関係は原則的に無関係，社
会の同質性は必要ではないとされる。これに対して共益型 NPOの場合，主
たる行動原理は補完性，互酬性，連帯そして自発性であり，主たるステー
ク・ホルダーは出資者すなわち会員・組合員である。また，エージェンシ
ーヘの統制は出資者の直接統制および民主的運営であり，受益者の負担能
力は一定限度必要となる。受益と負担の関係は間接的つまり受益のための
出資が要件となっており，社会の同質性は一定限度必要とされる。つまり，
公益型 NPOの場合は，組織をはさんで一方では受益者が存在し，他方で寄
付者，ボランティアといった資源提供者が存在し，三極構造を形成してい
るのに対して，共益型組織は，財・サービスの受け手と送り手が分離して
いないのである（金川， 1999)。
上記をふまえたとき，コミュニティにおいて，一人の個人が住人であり
NPOの資源提供者であると同時に受益者である場合と，住人であり NPO
の資源提供者であるが受益者ではない場合とでは，ネットワーク形成の地
域への持ち込みの規模およぴ内容になんらかの違いが生じる可能性のある
ことがわかる。したがって NPOがコミュニティにおける人間関係再形成
の牽引車となり得るかを探る際，公益型 NPOと共益型 NPOとを分けて
そのパタンを把握することが必要と言えよう。
本報では，公益型 NPOの事例として， NPO活動の先進国である英国の
代表的な NPOであるオックスファム (Oxfam)を取り上げ，筆者が手に
している部分的なデータから，ステーク・ホルダーであるボランティアの
活動とコミュニティとの関わりの可能性と課題を把握したい。
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オックスファムは，次項以降に詳述するように，第 1に当該地域に根を
下ろし定着していること，第2に地域の問題処理が本来の活動目的ではな
いこと（活動の目的は別にあること）において考察対象としての前提が整
っている。わが国においては NPOの歴史はまだ浅く，これほどの地盤を持
った公益型 NPOがまだ見あたらないこと，さらにイギリスはコミュニテ
ィの先進国でもあることから，同地の NPOを取り上げることに意義があ
ると考える。
オックスフォードにあるオックスファム本部 (274Banbury Road, Ox-
ford)において1999年8月に実施した， Headof Volunteering Human 
Resourcesである C.Marsden氏に対するインタビュー結果と，現地で収
集した公表資料，さらにオックスファム自身が実施作成した 3回のポラン
ティアに関する調査報告書 (1985年， 1992年， 1995年）とポランティアに
関する月間レポートを考察のデータとする。もとより，地城に持ち込まれ
るネットワークの規模と内容に関する詳細な把握のためには，当事者であ
るポランティアを対象とした，質問紙を用いた調査による定量的データの
収集が必要であることは承知している。いっぽう，後述するように組織そ
のものの再構築中にありポランティアたちへの負担を控えたいというセン
シテイプな時期にあることから，今回はオックスファム側からの調査実施
の許可が得られなかった。よって質問紙調査については今後の研究上の課
題とする。
なお，共益型 NPOについては，その組合員がステーク・ホルダーとして，
受益者であり資源提供者であり地域の住人である協同組合の事例を取り上
げた。わが国最大の協同組合，コープこうべを考察対象とし， 1996年およ
ぴ1998年に組合員対象の質問紙を用いた調査を実施している。組合員と地
域における人間関係および助け合いに関する実態把握を行い，組合員の中
にネットワーカーが存在しており，その者を連結点として助け合いの輪が
拡大する可能性のあることを見いだしている（奈良， 1997)。同調査データ
についてはさらに考察を洗練させる必要を認めており，それはやはり今後
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の課題として別の機会に譲りたい。
5. 公益型 NPOにおけるステーク・ホルダーとコミュニティ：
英国オックスファムの場合
オックスファムはイギリスの NPOであり，その設立は1942年である。も
っとも，イギリスではNonProfit Organisationという名称は一般的では
ない。 PublicCharities, Voluntary Organisations, Charitable Organisa-
tions, Informal Organisationsなどの名称が用いられることが普通であ
る。そしてオックスファムは，自分たちの組織を「ポランティアとして活
動を担うひとたちがいてこその組織であり，彼らの活動の総体がオックス
ファムの活動そのもの」という根拠から VolunteeringOrganisationであ
ると表現している。その活動目的はイギリスを含む世界（主に発展途上国）
における，貧困に苦しむひとぴとの救済と自立支援である。
イギリスのVoluntary Organisationsの歴史は古く，現在も数多くの
NPOが活躍している。オックスファムは，その規模の大きさと活動範囲の
広さにおいて英国NPOの上位に位置している。その運営は，有給の正規の
スタッフ2,700人以外に，ポランティアの力に負うところが大きい。擁する
ポランティアの数は30,000人である。
さらにオックスファムは，活動資金の調達手段として，直営のチャリテ
ィショップ(HighStreet Charity Shops)を800も経営しているところが特
徴的である。その店舗数はイギリスの NPOの中で最も多く，また一店舗あ
たりの売上高•利益率ともに最も高い (Leger, 1993)。NPOの資金源は，
政府助成，一般からの寄付金，そして NPO自身の経営調達とに分類される
が， Oxfamのチャリティショップ収入は総収入 (98,000千ポンド）のうち
約15%を占める(1998年4月末現在）。資金調達手段としてこういったショ
ップを持つ NPOは他にも多く，全英で店舗数5,500と言われる。その大半
が近年にわかに店開きしているのに対して，オックスファムは1947年に第
1店舗を開店，以後主だった地域に店舗を増やし，現在800店舗，そこに従
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事するポランティア数は23,000人(1997年10月現在），売り上げは44,825千
ポンド（経費等差し引き後純利益15,366千ポンド。いずれも1998年4月末
現在）にのぼる。取り扱う商品はリサイクルによる衣服・雑貨・書籍，チ
ョコレートやコーヒーといった食品，カードなどである。
設立から55年以上も活動を続け，その活動範囲も組織も拡大したオック
スファムが，環境変動のなかで抱える課題は少なくないという。活動資金
の充足，組織内コミュニケーションの円滑化等の課題を検討するため，目
下オックスファム全体の目的を再認識する作業が行われている。
さて，イギリスにおいても近年はコミュニティの衰退が懸念されている
(Atkinson, 1996)。いっぽう，オックスファムのチャリティショップは，
当該地域に定着し，ネットワークの空間的中継点としての機能を果たして
いる。店において販売や商品の整理等の業務に携わるポランティアたちは
そこから居住を近くに持つ者が中心である。さらに， リサイクル用の衣類
等を持ち寄るため，あるいは買い物に来るために住人が集まる（ただし，
観光地では観光客の来店も多い）。転居先で新しい友人・隣人との人間関係
を早く結ぴたい場合，まずその地域のオックスファムのチャリティショッ
プに行って，ポランティアの申し出をすることが有効であると言う者もい
る。実際にオックスファムのチャリティショップを訪れると，そこで働く
女性たちは，オックスファムの一員として助け合いの仕事をしながら，客
たちとの関係も楽しんでいるようである。
さらにオックスファムは地域の学校に，ポランティア活動および貧困克
服をテーマとした教育プログラムを提供・参画している。そこでは，問題
解決には個々人による取り組みよりもコミュニティ・グループ (Commu-
nity Groups)を形成しての対応が効果的かつ重要であることを伝えようと
している。こういった活動を含めた，地域における各種キャンペーンの実
施の際には，その地域をよく知るポランティアたちが，有給のスタッフの
先頭に立って機動力を発揮している。
実際，オックスファムはそのポランティア戦略(VolunteeringStrategy) 
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として，「ポランティアたちが活動を通じて知識と技術を習得できるように
する」，「オックスファムの中で活動することにより最も満足度の高いポラ
ンティア経験ができるような内容を提供する」といった項目に加えて，「オ
ックスファムのポランティアたちが，その居住し活動するコミュニティの
さまざまなひとびとの代表となることを確約し具体化する」という項目を
あげている。
このように， NPO側もコミュニティにおけるポランティアのネットワ
ーク形成の持ち込みを推奨し，ポランティア側にもその具体的活動を通じ
て地域におけるひととのつながりを拡大する可能性のあることが見て取れ
る。
しかし，そこにはいくつかの課題がある。ひとつには，ポランティアの
コミュニティにおけるネットワークが，ある程度の範囲で閉じてしまうこ
とである。オックスファムのチャリティショップで働くポランティアのほ
とんどは，年長の女性であり，そして白人である（マイノリティの占める
割合は2%)。そして彼女らは，オックスファムのポランティアであること
にかなり高いエリート意識を持っており， したがって無条件にその資格を
他者に与えることを快く思わない場合がある。さらに，ポランティア内で
いくつかのいわゆる仲良しグループができてしまう傾向も目立つという。
つまりこれは，同質の小さな円でそのネットワークは量的・質的に閉じて
しまい， NPO内で形成した人間関係がそのまま地域に還元されないこと
を意味している。
また，ポランティアの数そのものも減少しつつある。その要因は，イギ
リス国内の景気が低迷し，賃金を伴わないポランティア活動を行うゆとり
が全体的に減少してきていること，また，オックスファムにとってポラン
ティアの源としてあてにされてきた女性が，市場労働にその活動をシフト
していること，同様に，オックスファムのポランティアの戦力として活動
してきたひとたちが歳をとってきたいっぽうで若い人たちは経済的に共働
きの必要性があること，さらに近年，オックスファム以外にもたくさんの
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NPOができたため，ボランティアの取り合いが激化してきていることで
ある。実際，オックスファムのチャリティショップのポランティア人数は，
ここ数年，毎年2%づつ減少している。
さらに，ポランティアの質も変化してきているという。たとえ週に 1日
でもその勤務を固定されることに抵抗を感じる者が増え， したがって責任
の重い仕事（例えば店長という職能）を任せられることを倦厭する傾向に
ある。同時に，ボランティアのオックスファムでの在職活動期間が短くな
り，加えて離脱率が高くなっている。その多くは，複数の NPOを渡り歩き
ながら，自分にあった組織を探したり，多様な技術を身につけようとして
いる。
こういったポランティアの変容を補完するため，オックスファムは向こ
う5年間にチャリティー・ショップの数を増やすと同時に，そこで働く常
勤の有給スタッフの数も増やしていく計画を立てている。しかし，このよ
うな地域におけるボランティアたちの量的・質的変容に，コミュニティの
人間関係の規模と内容を，それぞれ本来目指すべき拡大化・強連結化とは
「逆の方向」に向かわせるおそれのあることは依然否定できない。
6. 公益型 NPOの課題：結語にかえて
以上，本報においては NPOの構造的側面から NPOとコミュニティと
の関係をとらえる視点を持つことの重要性を指摘し， NPOを公益型 NPO
と共益型 NPOとに分類したうえで，ある個人が当該コミュニティのサプ
システムであると同時にある NPOのサプシステムであるときの NPOの
コミュニティにおける人間関係形成に寄与する可能性を明らかにしようと
してきた。
公益型 NPOの事例としてオックスファムをとりあげ，ステーク・ホルダ
ーであるポランティアによるコミュニティにおける人間関係の形成を見て
きたが，そこには，可能性があるものの公益型 NPOであるがゆえの課題も
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あることがわかった。すなわち，第 1点目として， もとよりステーク・ホ
ルダーの同質性を条件としない公益型 NPOにおいて，そのなかでも同質
のものが集まろうとしてネットワークが拡大していかないこと。さらに第
2点目として，その恣意性がコミュニティにおける強連結の人間関係の定
着をさまたげることが指摘される。すなわち，受益と負担の関係は原則的
に無関係であり，自らが受益者とはならない公益型 NPOにおいて，そこに
責任や忠誠心はもとより定着のための契約はない。ポランティアとして参
加する動機はあくまでも「その活動の場で他者と関わり協働することで，
個人としての自己実現や満足感を得る」ことにあり，この恣意性は， とり
わけ公益的NPOがボランティアを獲得する要因であると同時に喪失する
要因にもなりうるのである。
公益型 NPOの場合，ひとつの組織だけが牽引力となることに限界があ
るのならば，複数の NPOの関与が求められよう。これと平行して，まちづ
くりそのものを活動目的としていない NPOの場合，活動を通じて間接的
にコミュニティヘの関心を高める必要があるだろう。こういった過程を踏
まえるならば，すでに NPO活動の参加経験を持つものたちが，地域の問題
を自分たちの問題としてとらえつつコミュニティに共同性を再構築してい
く展望は開けると楽観できるのではないだろうか。なお，本研究は平成11
年度文部省科学研究費の助成を受け行ったものであることを付記する。
参考文献
Atkinson, D. (1996) The common sense of community, Building relational society 
-New priorities for public policy, Arena 
Black, M .(1992) A cause for our times-Oxfam the first 50 years, Oxford Univer-
sity Press 
Bruce, I. (1996) Marketing force: Meeting true need, Sweet charity-The role and 
workings of voluntary organisations, Routledge 
Education Extra (1998) Extra Report-Schools and volunteers: a good practice and 
guide to using volunteers after school 
Glennesrster, H.(1996) British social policy since 1945, Blackwell 
NPOはコミュニティ構築の牽引車になりうるか？（奈良） (759) 241 
金沢幸司(1999)「社会的関係性から見た民間非営利組織の位置づけとその役割」社会・
経済システム，第18号
川口清史・富沢賢治編 (1999)『福祉社会と非営利・協同セクター：ヨーロッパの挑戦
と日本の課題』 H本経済評論社
倉田和四生 (1999)「防災福祉コミュニティ：地域福祉と自主防災の統合」ミネルヴァ
書房
Leger, M .M. (1993) Shops operated by the top 400 charities, Researching the 
voluntary sector, 1st edition 
Markham, W. T. & Johnson, M. A. & Bonjean, C.M. (1999) Nonprofit decision 
making and resource allocation: The importance of membership preferences, 
community needs, and interorganizational ties, Nonprofit and Voluntary 
Sector Quarterly, vol.28, no.2 
The National Centre For Volunteering (1997)The National Centre for Volunteer-
ing-Annual report and accounts 31st March 1997 
奈良由美子(1997)「暮らしの中の助け合いと地域社会との結ぴつき」，「地域の中の助
け合い」，コープこうべ•生協研究機構研究報告書『避難生活からの復興と新しい
コミュニティ形成に向けて』。また， 1998年実施の調査の結果は『防災とコミュニ
ティ•生協』（コープこうべ•生協研究機構研究報告書， 1999) に公表されている。
両報告書のもととなる調査は以下の 2つである。
(1)第2回地域居住者調査「新しいコミュニティづくりと生協アンケート」。調査対
象：母集団は川西市から神戸市までの兵庫県南部7市1町の約60万世帯のコープ
こうぺ組合加入世帯であり，ここから単純無作為抽出法を用いて1,496ケースを抽
出。調査方法：郵送配布・郵送回収による質問紙調査。調査時期： 1996年9月-10
月。回収状況：有効票933票（有効回収率62.1%)。
(2)第 3回地域居住者調査「協働を活かした地域づくりと生協」。調査対象：母集団
は(1)に同じであり，ここから単純無作為抽出法を用いて1,700ケースを抽出。調査
方法：郵送配布・郵送回収による質問紙調査。調査時期： 1998年9月。回収状況：
有効票770票（有効回収率50.8%)。
NARA, Y. & PARIKH, R. N. (2000) Decision Making and Resource Management 
During Emergencies: A Comparison of US and Japanese Models, Proceedings 
of the Annual Meeting of the Association on Employment Practices and 
Principles 
野田隆 (1997)『災害と社会システム』恒星社厚生閣
小木曽洋司 (1994)「コミュニティの形成と協同性」野村秀和他編『協同の社会システ
ム」法律文化社
オズポーン S.P.(1999) (ニノミヤA.H監訳）『NPOマネージメント：ポランタリー
組織のマネージメント」中央法規
242 (760) 第 45 巻第 4 号
Oxfam (1998) Oxfam-Report and accounts for the year ended 30th April 1998 
Oxfam (1999) Oxfam-Monthly volunteering report-June 1999 
Oxfam (1997) Understanding Oxfam 
佐野章二 (1996)「ポランティアからコミュニティヘー阪神・淡路大震災とコミュニテ
ィ」自治体学会編『まちづくりを問い直す一防災と自治ー」良書普及会
サラモン L.M.(1996) (今田忠監訳）『台頭する非営利セクター： 12カ国の規模・構成・
制度・資金源の現状と展望』享有堂
Smith. J. D. (1998) Making a difference: Can governments influence volunteering?, 
Voluntary Action-The journal of the institute for volunteering research, vol. 
1, no.l 
渡辺進一朗 (1999)「まちづくり NPO:住民と行政のパートナーシップ」山内直人偏
『NPOデータプック」有斐閣
